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全国医療的ケア児者支援協議会

のホームページより。

※児童発達支援事業の利用は、療育

支援の必要性があることが前提

医療的ケア児の概要について 

１ 医療的ケア児とは 

(1) 定義 

「人工呼吸器を装着している障害児その他の日常生活を営むために医療を要する状態

にある障害児」（児童福祉法第 56 条の６第２項） 

※ 医療的ケア 

日常生活に必要とされる医療的な生活援助行為（痰の吸引や経管栄養の注入な

ど）。在宅で保護者が行うことが多い。 

 (2) 増加の背景 

   近年の新生児医療の発達により、都市部を中心に NICU（新生児集中治療室）が 

増設された結果、超未熟児や先天的な疾病を持つ子どもなど、以前なら出産直後に亡く

なっていたケースであっても助かることが多くなってきた。その結果、医療的ケアを必

要とする子どもの数は増加傾向にあるとされている。 

２ 医療的ケア児のイメージ 

３ 医療的ケア児の抱える問題 

様々な問題があるが、次の２つが主であると推測される。 

 (1) 受入れ先・小児在宅医療の担い手が少ない 

 (2) 保護者の負担が大きい 

※ 詳細や他の課題等については、今後、本検討会 

  を通して協議・意見交換していく予定 

全国医療的ケア児者支援協議会

のホームページより

資料１－２

※ 一言で医療的ケア児といっても、症状は様々である
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４ 国の動き 

時期 内容 

平成 28 年

６月３日

児童福祉法改正。同日公布・施行。 

・医療的ケア児の定義を初めて規定。 

・地方公共団体に対し、医療的ケア児が必要な支援を円滑に受ける

ことができるよう、保健、医療、福祉等の各関連分野の支援を行

う機関との連絡調整を行うための体制整備に関する努力義務を規

定 

関係府省部局長連名通知を地方公共団体等に発出し、連携体制の

構築を推進 

分野 通知の内容 

保健 

関係 

母子保健施策の実施を通じ、医療的ケア児を把握した

場合は、適切な支援が受けられるよう、保護者等に関係

部局等の情報提供を行うとともに、保護者等の同意を得

て、関係部局等と必要な情報共有に務めるようお願いす

る。 

医療 

関係 

在宅で生活している医療的ケア児やその家族が必要な

訪問診療や訪問看護などの医療を受けながら生活するこ

とのできる体制の整備が重要である。 

障がい

福祉 

関係 

医療的ケア児に関する地域のニーズや地域資源を把握

し、必要な福祉的な支援に向けて計画的な体制の整備が

重要である。 

特に、医療的ケア児を受け入れることができる短期入

所や児童発達支援を必要としている医療的ケア児のため

の障害児通所支援等の確保が重要である。 

保育 

関係 

保育所等、幼稚園、認定こども園において、医療的ケ

ア児のニーズを受け止め、これを踏まえた対応を行って

いくことが重要である。 

※ 医療的ケア児の保育ニーズに応えられるよう、看護

師等の配置等についてもご配慮をお願いする。 

教育 

関係 

医療的ケア児やその保護者の意向を可能な限り尊重し

つつ、教育的ニーズにより一層応えられるよう、次のと

おりご配慮をお願いする。 

・乳幼児期から学校卒業後までの一貫した教育相談体制

の整備 

・医療的ケアを実施する看護師の配置又は活用 

・学校における看護師等の確保、必要な対応を行う上で

の必要な研修の機会の充実 

・看護師等の養成課程における積極的な協力 
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その他 ・協議の場の設置、定期的な開催 

・コーディネーターの養成 

・関係部局による相談・連携体制の構築 

その後 国において、各種事業（補助）を実施 

・医療的ケア児等コーディネーター養成研修等事業 

・医療的ケア児支援促進モデル事業（併行通園の実施、人材育成、

体制整備の促進） 

・医療的ケア児保育支援モデル事業（看護師の保育所等へ派遣等）

・医療的ケアのための看護師配置事業（学校） など 

平成 30 年

４月 

平成 30 年度障害福祉サービス報酬改定 

※ 通常の人員配置に加えて、看護職員を加配した場合の報酬上の

加算が創設されるなど、医療的ケア児に対する支援の充実が図ら

れる。 
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平成 30 年

６月 

学校における医療的ケアの実施に係る検討会儀（文部科学省）の

中間まとめが公表 
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５ 札幌市内の各施設の受入れ状況について（29 年度） 

 障害児通所支援

事業所
保育所等 市立幼稚園

約 20 施設、120 人

（延べ人数） 

（アンケート結果）

6 施設、6 人

（実績）※１

2 施設、2 人

（実績）※２

児童会館 学校

1 施設、1 人

（実績）※２

特別支援学校：3 校、40 人、

小中学校：12 校、14 人

（実績）※３

※１ うち、4 施設（4 人）は、保護者が医療的ケアを実施

※２ 保護者が医療的ケアを実施

※３ 原則、親の付添いが必要
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○ 上記のほか、重症心身障がい児を通わせる児童発達支援（及び放課後等デイサービス）事業所における欠席時対応加算の拡充が行われた。
⇒ 月の利用率が８割未満の場合、加算の算定回数の上限が４回⇒８回へと増加。（約940円/人・回）

最大約6,000円/人・日

約5,000円/日⇒約10,000円/日

約540円/人・日⇒約910円/人・日

約280円/人・日⇒約560円/人・日

約350円/人・月

約1,000円/人

最大約3,600円/人・日 の増額

約17,000円/人・日
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